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論文の内容の要旨
本論文は、民間所在史料の保存に関する文化行政機関の支援の現状を明らかにすることを自的としている。
民間所在史料とは文化行政機関以外の団体や個人で保存される史料のことであるつまた本研究では図書館、
博物館、文書館などの公的機関を総称して、文化行政機関とした。新たな史料流通に対して文化行政機関は
どのような対応ができるのか(研究課題1)、所歳者の意識状態及び対応能力と民間所在史料の危機状態は
どのような関係であるか(研究課題2)、文化行政による民間所在史料の保存に関する支援の現状と課題(研
究課題 3)、という 3つの研究課題を設定し、調査及び考察を行ったc 上記の研究課題は第 2章の文献調査
で得られた 4つの論点を基に設定した。
本論文は 6つの章で構成されている。第 i章では、序論として研究の目的と方法、用語をまとめ、本研究
論文の位置づけを明らかにした。
第2章では、文化行政による民関所在史料の保存に関する支援内容とその論点を整理するため、 1990年
以降に刊行された文献を対象として、文献調査を行った。その際、文化行政が行う支援を、民間所在史料の
(a) 発見、 (b)所在確認、 (c)所蔵者への助言、 (d)受入、 (e) 整理、(f)利用者への備え、の 6段階の工
程に分け、各工程の具体的な作業や、その作業に関する問題点を指摘している記述を抽出し、それらの記述
の比較分析を行った。その結果、①所蔵者の協力が前提である場合、文化行政が支援できない民間所在史料
が存在する、②民間所在史料特有の史料危機が存在し、所蔵者によって引き起こされる史料危機もある、①
文化行政における民間所在史料保存の意義が不明確であり、そのことが期待される支援の弊害となっている、
③民間所在史料に関する新たな動向は文化行政における位霊づけが緩味であり、未検討の課題が多く存在す
る、という 4つの論点を明らかにした。
第3章では、新たな史料流通に対して文化行政機関はどのような対応ができるのか(研究課題 1) を明ら
かにするため、これまで未検討であったネットオークション上で取引される史料に着自し、一定期間におけ
る取引状況を計測した。調査対象とした史料は長野県に関係する史料である。次に、同県の文化行政の中心
である長野県立歴史館の専門職員に対して、計測結果を基に文化行政機関での対応に関して開き取り調査を
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行った。その結果、長野県立歴史館の史料収集状況と比較すると、同県に関連するネットオークションの取
引史料量は軽視できない規模であった。しかし、購入すべき対象の史料に対する調査期間、購入に要する議
決期間を踏まえると、ネットオークションを含む新たな史料流通に文化行政機関が対応しにくい状況がある。
以上より、史料流通への対策には、技術面の課題以上に文化行政組織の運営面の課題があることを明らかに
した。
第4章では、所蔵者の意識状態、及び対応能力と民間所在史料の危機状態はどのような関係で、あるか(研究
課題2)を明らかにするため、所蔵者と民間所在史料の危機状態との関係モデルの作成を試みた。民間所在
史料に関する文献より、史料の危機状態、に関する事項と、個人所蔵者の史料に対する意識状態および負担へ
の対応能力に関する事項を抽出した。前者を従属変数、後者を独立変数とし、荷者の関係を分析する。文献
調査により、 5つの従属変数と 20の独立変数が抽出され、それぞれの関係を分析することで、従属変数に
対する独立変数の関係が明らかにされた。例えば、従属変数「売却により史料が処分される状態jは、独立
変数「所蔵物が史料であると知るが、史料の継続保存に理解のない意識状態jおよび「史料の継続保存に理
解はあるが、史料の利用に理解のない意識状態であり、維持保存と文化行政機関とのコミュニケーションの
ために被る負担への対応能力を持たなしづに関係付けられる。
第5章では、民間所在史料の保存に関する文化行政の支援の現状と課題(研究課題 3)を明らかにするため、
質問紙調査を行った。歴史資料を収載している文化行政機関(図書館、博物館、文書館、歴史資料館、その
他)を対象とし、 2009年2月に質問票を送付した。主な質問項目は、 (a) 支援内容、 (b) 史料収集、 (c)
支援に関する広報活動、 (d)所蔵者状況の把握、 (e) 機関関連携、である。質問紙の送付数は 296件、有効
回答数は 205件、回収率は 69.3%であった。調査結果を分析し、①所設者が複数の機関へ来訪する負担があ
る、②所蔵者が機関の機能を誤解する、③不十分な支援に対する要因が未検討である、④複数の機関で作業
が重設している、③個々の機関で行うことにより効果が期待される支援が明らかにされていない、という文
化行政の課題を得たc これらの課題を解決するために、「史料の収蔵機能を持たない機関による支援Jにつ
いての研究、「特定地域における機関の組織化jについての研究、「各機関による自館の支援機能の理解と公
開Jに関する研究、の 3つの研究の方向性を示唆したc
第6章では、第3章から第5章までの調査の結果から導かれる結論及び、今後の課題について述べた。本
論文では、史料の収蔵機能を持つ文化行政機関による民間所在史料の保存に関する支援の現状と課題を明ら
かにした。今後の課題として、(1)史料の収議機能を持たない文化行政機関を調査対象に含めた特定地域に
おける支援の現状調査、 (2) 民間所在史料の危機状態に対する個人所蔵者の意識状態と対応能力の関係モデ
ルの検証、 (3) 新たな史料流通の計測と蓄積方法の再検討、などの必要性を指摘したc
審査の結果の要冨
本論文は、民間所在史料の保存に関して、文化行政機関がどのような支援を行っているのか、所蔵者は何
を期待できるのか(あるいは期待できないのか)といった現状を明らかにすることを自的としている。民間
所在史料とは文化行政機関以外の団体や個人で保存される史料のことである。また本研究では図書館、博物
館、文書館などの公的機関を総称して、文化行政機関としている:
第1章では、研究の目的と方法、および用語の説明が述べられている。第2章の文献調査で得られる 4つ
の論点を基に、新たな史料流通に対して文化行政機関はどのような対応ができるのか(研究課題1)、所i読
者の意識状態、及び対応能力と民間所在史料の危機状態、はどのような関係であるか(研究課題2)、文化行政
による民間所在史料の保存に関する支援の現状と課題は何か(研究課題 3)、という 3つの研究課題を設定
している。
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第2章では、文化行政による民間所在史料の保存に関する、主に 1990年以降に刊行された文献を分析し、
論点を以下の 4つにまとめている。①所蔵者の協力が前提である場合、文化行政が支援できない民間所在史
料が存在する、②民間所在史料特有の史料危機が存在し、所蔵者によって引き起こされる史料危機もある、
③文化行政における民間所在史料保存の意義が不明確であり、そのことが期待される支援の弊害となってい
る、③民間所在史料に関する新たな動向は文化行政における位置づけがi援味であり、未検討の課題が多く存
在する。 1990年以降に焦点をあてたのは、fアーカイブズの科学.]r文書館学文献呂録Jなど既存の文献によっ
て 1990年以前については一定程度のまとめがなされていること、 1990年ころから民間所在史料保存の状況
が悪化し始めたこと、を理由としている。この判断は適切であり、 1990年以降の状況を整理したことはこ
の分野の研究にとっても意義のあることである。ただし、 1990年以前についての簡潔なまとめも加えれば、
1990年以降の位置づけがより明確になり、研究展望としての深さと広がりが増すと考えられる。
第3章では、研究課題 1(新たな史料流通に対-して文化行政機関はどのような対応、ができるのか)を明ら
かにするため、ネットオークション上で取引される史料に着目し、その取引状況を調査している。そして、
この調査結果を基に、歴史館の専門職員に対して文化行政機関での対応に関する開き取り調査を行っている。
その結果、歴史館の史料収集状況から見てネットオークション上の取引史料量は軽視できない規模であった
が、購入すべき史料に関する調査や購入の決済などに要する時間を考えると、こうしたネットオークション
を含む新たな史料流通に文化行政機関は技術面の課題以上に文化行政組織としての運営面の課題があること
を明らかにしている。このテーマに関する従来の調査・研究は特定の機関における史料の購入、寄贈等に焦
点が当てられていたが、ネットオークションという新たな流通経路をとりあげ、よりマクロな視点で史料の
流通をとらえるという若眼点が評儲できる。もちろん、文化行政機関ではネットオークションの存在を認識
していると，思われるが、具体的なデータに基づく調査を行ったことは重要である。ただし、この謁査は長野
県に関係する史料のみを対象としており、今後、範囲を広げた調査が望まれる。
第4章では、研究課題2(所蔵者の意識状態及び対応能力と民間所在史料の危機状態はどのような関係で
あるか)を明らかにするため、文献調査によって、史料の危機状態に関する事項と、倍入所蔵者の史料に対
する意識状態および負担への対応能力に関する事項を対応づけ、所蔵者と民間所在史料の危機状態との関係
モデルの作成を試みている。その結果、例えば、史料の危機状態、が「売却により史料が処分される状態Jと
いうのは、所蔵者の意識状態が「所蔵物が史料であると知るが、史料の継続保存に理解のない意識状態J等
と対応づけられる、などを明らかにしている。第 3章ではネットオークションなどのあらたな史料流通に対
して文化行政機関の運営面の問題点を指摘しているが、この章では所蔵者の状況に関する把握を行っている。
言うまでもなく、民間所在史料は民間所蔵者の所有物であり、その保存は所蔵者の意識状態と能力に依存し
ている。 保存に対する意識状態と能力が高ければよい状態で保存される可能性が高く、低ければ消失・散逸
の危険性が増す。荷者の対応関係は、文化行政機関が民間所在史料の保存を考えるとき考慮に入れるべき重
要な点であり、この対応関係をモデル化し明確にしたことの意義は大きいと言える。
第5章では、研究課題3(民間所在史料の保存に関する文化行政の支援の現状と課題)を明らかにするため、
歴史資料を収蔵している文化行政機関(図書館、博物館、文書館、歴史資料館、その他)を対象として質問
紙調査を行っている。その結果、①所蔵者が複数の機関へ来訪する負担がある、②所蔵者が機関の機能を誤
解する、③不十分な支援に対する要因が未検討である、③複数の機関で作業が重複している、⑤個々の機関
で行うことにより効果が期待される支援が明らかにされていない、という課題があることを明らかにしてい
る。第4章で所蔵者の特性を明らかにした上で、その所蔵者が文化行政機関による支援として停が期待でき
るか、また何が課題かを明確にしたことは、所蔵者にとっても文化行政機関にとっても、お互いの立場を理
解する上で、有意義と考えられる。また、これらの課題を解決するために、「史料の収蔵機能を持たない機関
による支援j、「特定地域における機関の組織化j、f各機関による自館の支援機能の理解と公開jという 3つ
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の研究の方向性を示唆している点も評価できる。
第6章では、第3章から第5章までの調査の結果から導かれる結論及び、今後の課題について述べている。
本研究は文化行政機関と所蔵者についてマクロな視点で分析を行っており、個々の機関がおかれている環
境の相違などはほとんど考慮されていな¥"0 しかし、マクロな視点で分析したからこそ明らかになった点も
少なくな¥，'0本研究の意義はそこにあるといえる。民間所在史料の保存に関して研究を行う上で、も、また実
践をしていく上でも、貴重な知見を提供していると考えられる。
よって、著者は博士(図書館情報学)の学位を受けるに十分な資絡を有するものと認める。
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